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ものにまとめられた。この概算に対する司令部の了解

を求めるについて，大蔵省の意図が年度内予算成立に

あることを理由に，収支計画の変更，規模の変更等を避

け，なるべく早く了解が得られることを期待したが，

司令部との調整には多くの時間がかかり，不確定要素

も計上することでその了解がとれたときには，予算の

規模は5∞億円以上増加して1，145億円となった。終

戦処理費は政府の概算170億円が270億円に増し価

格差補給金1∞億円，価格調整費43億円の各増加，復

金出資伺億円の計上等が加えられた。また義務教育六

三制の実施が決まった。

2月10日に予算案を議会に提出するとし、う政府の目

途は対司令部交渉で遅れて，予算案は3月11日に議会

に提出されたが，議会の異例の審議期間短縮で3月25

日には両院を通過成立した。これでようやく予算の年

度内成立とL、う大蔵省の期待が実現した。このような

審議の省略は新しい憲法の施行を前にして，議会の解

散が了解されており，新しい憲法のもとで新議員によ

って財政の計画は再検討されるべきであり，それまで

のつなぎとして22年度予算の成立を承認しようとの暗

黙の了解があったためといえよう。したがって，補正

予算による財政計画の再検討がすでに予定されていた。
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占領政策を財政と結び、つけてみるとき，いくつかの

段階に区分できょう。その最も顕著な時期はドッジ・

ラインの実施であろうが，そのドッジ・ラインの成功

も強力なアメリカの経済援助があったことによってい

る。経済援助はドッジ・ライン以前から積極的に進め

られていたが，それは占領当初からのことではない。

占領後かなりの期間，日本の貿易は許されず，政府は

自給自足に近い経済運営を前提に経済復興を計画しな

ければならず，食糧などの緊急輸入を懇請する状況で

あった。司令部はわが国の経済の自立再建についての

責任はないとの態度を示していたo

しかし， 21年にはいってから，対日理事会における

米ソの対立が明らかになり，さらに22年にはいわゆる

冷戦状態になり，アメリカは欧州の経済援助を積極化

して自由陣営の団結強化，経済復興促進を図った。わ

が国に対しても自由陣営の一員として期待する態度を

とり，そのためわが国の経済復興再建に強い関心を示

しはじめたoそれが終戦当初に示されたきびしい賠償

取立ての構想の緩和となり，また経済再建に結びつく

経済援助の積極化となったO

とのような占領政策の転換がし、っから現われたかを

明確に示すことは困難であるo22年度予算が編成され

ていたころには，まだ援助の積極化も賠償の緩和も期

待できなかったが.22年度中に援助は積極化し，賠償緩

和の雰囲気がみられ， 23年度には，それまでのガリオ

ア資金による援助に加えてイロア資金による援助が始

まり，賠償緩和の方針が明確に打ち出された。そして，

わが国の政府においても，インフレ経済の打開による

国際経済への仲間入りの期待と努力を持つようになっ

た。このような経済安定への動きのなかで，政府では

計画できそうにもない強力な安定計画が， ドッジ公使

の指揮によって実行され，わが菌の経済は24年度に一

挙に安定化したのであった。

そのような意味で， 22， 23筒年度は経済復興再建へ

の道程では，安定へのいわば準備期にあたり，それはま

た占領政策の転換の時期にもあたっている。政府に対

する司令部の態度がすべての点で、このように転換した

ものとみることはできないが，少なくとも基本の方向

はこのような経済再建協力に変わった時期とみること

ヵ:で・きょう。

第 1節 日本国憲法，財政法の制定

昭和22年5月に施行された日本国憲法は，それまで 許される条項が圧縮され，財政緊急処分はもとより，

の大日本帝国憲法と内容が大きく変わった。財政の条 いわゆる責任支出といわれた措置も，前年度予算の施

項についてみれば，財政民主主義，国会中心主義が徹 行という便法も認められないことになった。しかし，

底したo したがって，旧法のよ・うな内調限りで裁量の この新しい憲法では，租税以外の収入については具体
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的な規定がなかったので，それらについての規定を明

らかにする必要があった。また財政民主主義の方針を

日本国憲法公布の官報号外

財政法の枢密院回議書
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具体化する基本法の制定が望まれた。結局，財務の手

続としての会計法とは別に，財政法が作られる ことに

なったので、ある。

財政法の作成については，二つの組織で議が進めら

れた。 その一つは，臨時法制調査会によるものであり，

他の一つは，大蔵省による検討である。臨時法制調査

会は，憲法制定に伴う 付属法典審議のために，21年7月

に設置されたが，その第4部で財政法が検討された。

調査会では，初めは会計検査院法，国有財産法も関連

審議したが，結局，財政法要綱だけがまとめられ， 10月

21日に答申が出された。調査会ではあま り多くの議論

は出ず，暫定予算制度の必要という ことが主要な論議

となった。会計年度も一応問題となった。

大蔵省での検討は，従来の会計法を 2分して財政法

と会計法にし， 財政法で財政運営の基本を定め，会計

法に技術的な条項を集めるこ とを目途とした。この検

討にあわせて，事業特別会計法，国有財産法， 会計検査

院法も取り上げられた。財政法，会計法で問題となっ

た事項を示せば， 暫定予算，租税徴収制度，赤字財政，

歳入歳出外事項，独立機関，予算の増額修正，継続費，

出納制度等である。調査会同様に大蔵省でも， 検討の

焦点に暫定予算制度があった。前年度予算の施行は許

されず， 21年度予算編成に際 しても非常に苦労した事

項であったから，予算の年度内不成立の際の措置は十

分に研究をする必要があったO 憲法審議の段階で金森

国務大臣はこの点については，自動措置と して緊急予

備費の制度を考えていたが，具体的なものにまでは発

展しなかった。大蔵省では，英仏の方式を参考に国会の

議決を経る形式で暫定の案を立てたが，これも国会が

議決をしない ときはどうするかの疑点が残った。参議

院の緊急集会の議決だけで合法かも議論となった。ま

た租税徴収制度の基本原知凡 財政法の中に組み込むべ

きではないかとの意見もあったが，財政法は予算運営

を中心にまとめるべきであるとの意見に落ち着いた。

一方，予算の性格については， ドッジ・ライ ン以降

の予算の基本点が収支均衡にあったことから，財政法

は均衡予算の原則を貫くものと一般に理解され，それ

はかつての赤字財政の反省による健全財政主義を示す

ものだと説明されるが，大蔵省で財政法案を検討した

過程では，それほど固 く考えてはいなかった。むしろ財

政運営について弾力的な扱いを残すことの配慮が大き

かった。すなわち，健全財政主義の方針は第4条から

第6条までに一貫して示されており ，公債の発行を原

則的には認めず，公債の積極的な償還規定を作ったが，

但し書によ って公共事業費等のための公債発行を認め，

また公債発行に際しては日銀引受けによることを禁じ

ながら，国会の承認によ っては日銀引受発行も許され

るとして，公債政策活用の余地を残した。また腹式予

算制度の採用も検討されたが，時期尚早ということで

見送られた。

従来の予算は歳入歳出予算とい う形で貨幣収支の形

をとっていたが，数字だけでは扱い得ない事項につい

てどうするかが検討され，財政法では予算の本質にか

なった決め方ができるようにとの配慮、で，予算の概念

を広いものに変えた。また，国会優越の基本点を独立

機関の予算の取扱いと予算の増額修正の問題で示すこ

とにした。増額修正の問題は，議院内閣制度のもとで

は本来必要のないこ とであるが，国会の権限として増

額修正権があるものとの配慮が必要であったから，予

算の修正ということで，たとえ減額修正の場合でも ，

大幅修正の際は国会の議決にかけるべきものとして，

増額修正の裏づけをする ことにした。それが第29条で

第3i;i 占領政策の転換と新財政体制の発足

予算修正の規定となった。 旧法の体制の場合は，予知:

の減額修正は災行予算を組むこ とで実現し得たが，新

法の場合，内閣限り で減額修正を認めると ，国会の士付

額修正が無芯;味になるからであった。

継続白の規定が新滋法にないのは，これを禁ず、る方

針であるとの理解で，財政法ではその方針に従って規

を設けなかった(27年に継続貨の規定が加えられた)0t-H 

納制度については，予算使用を各省まかせに したので・

は経理に乱れの生じるおそれがあるとの考え方から，

小切手認証制度を設け，さらにその主旨を凋述制度に

まで生かして，名守口別にせず一括することも検討され

たが，これらは実現にいたらなかったO 同様に検討は

されたが，実現されなかったのが箇式簿記制の採用で

あったO

これらの新しい制度は，大蔵省において検討ののち

に，司令部との交渉でliilめられていったので，アメリ

カの方式が加味されることが多かった。アメ リカ式の

採用は予算の区分に示されている。組織別の区分を明

らかにすることは歳入にまで取り入れられることにな

ったが，その検討は会計制度調査会にゆだねられた。

財政法とし、う基本法の制定であったから，大蔵省で

は原案作成に慎重を期し， t区密院の議を経て国会の審

議に回したが，両院いずれにおいても特にn日題となる

ことなく，短期間の審議で可決成立した。

第 2節 昭和22，23年度予算の諸問題

昭和22年度予算は短期間の審議で年度内に成立して，

予算不成立による前年度予算施行とし、う最悪の事態は

回避されたが，予算の成立は予算の安定とは結びつか

なかったOもっとも，政府の決めた概算は重要基本事項

の決定を見送ってまとめたものであ り，司令部の指示

によって増大した予算案もこれらの事項を組み込んだ

ものではなかったO したがって，予算成立後，いずれ
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は補正予算を組まなければならない条件をかかえてい

た。その第一が物価問題であったo

21年春に決められた物価体系は，その後のイ ンフレ

ーションで事実上崩壊し，公務員の給与水準も再三変

更された。それは物価騰貴の追認であったOしかし，物

価体系を明確にすることは財政運営のためにも必要で

あり ，経済安定を図るためにも欠くことのできない条
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件であった。新しい物価体系を定め，それを維持するこ

とが財政支出を求めることになった。すなわち，22年7

月に決定された新物価体系は，戦前の物価の65倍平均

のベルトを作り，その水準で物価を安定させようとし

たから，この水準を越える基礎物資には価格差補給金

を与えて，この水準にまで引き下げる方式がとられた

ので，補給金のための補正予算が必要で‘あったO

この物価対策で物価が安定するならば，補正予算の

回数を重ねるこ ともなかったが，この物価体系作成の

過程にもインフレーショ ンは続き，その後も持続して，

事実上安定帯保持の政策によ っては物価の安定は保た

れなかったので，物価の上昇を追認することになり ，

それがさらに次の財政措置を求めた。かくて，予算補

正の回数は予想外に多くなった。

22年度予算は21年10月から22年1月にかけての物価

を基礎に作られていたので，新物価体系の決定によっ

て，公務員の給与水準も1，600円から1，800円に引き

上げられ，この改定措置が追加第4，5号となった。 そ

して同第7号が補正の本体であった。この補正で財政

規模は当初予算の 2倍になった。第6号は人事委員会

を作るためのものであ り， 第8号は人件費，物件費の

節約を示すもの，第9号は北海道の石炭手当 であ っ

た3 これらの補正でも解決しない問題が残されてい
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た。補正予算の難関は財源にあったO 公務員手当 2.8

ヵ月分の財源捻出を国鉄運賃の値上げの繰上げで対処

しよ うと した政府案に対して，衆議院の予算委員会が

反対の議決をし， 予算を返上したので，片山内閣は総

辞職した。

22年5月成立以来23年2月総辞職まで，片山内閣は

補正予算の作成とその財源捻出に追われたが， 22年度

の砲税収入は停滞して，納入の遅れが目だっていたの

で，予算に計上した額の収入確保も危ぶまれる状況で

あった。その一つの現われが国庫金の不足であり ，23 

年にはいってから，給与以外の支払いの一時差止めの

通達が出された。かくて，租税収入の確保のために，年

度末の徴税はきわめてきついものとなった。世間から

徴税攻勢とも非難された。

このような財政運営難と内閣の更迭で， 23年度予算

編成の作業は遅れ，新内閣と連合与党との調整難が拍

車をかけて，予算の決定がのびのびとなった。そのた

めに，23年度はこまぎれの暫定予算が，4月， 5月，

6月と続いた。

暫定予算はも ともと暫定措置の予算であるから，そ

の内容は政策的なものを加えることはできないはずで

ある。しかし， 23年度では，この暫定の条件を越える

内容の費目がこの暫定予算に加えられた。六三制教育

予算が増額計上され，水害対策費が計上された。水害

対策費は22年度補正で計上されるはずであったのが，

内閣更迭で、その機を失っていたものである。

23年度の概算は3月末にだいたい決まっていたが，

22年度の際と同様に，物価，給与の基本方針が決まって

し、なかった。その方針未定のままで一応歳出3，141億

円，歳入 3，050億円の案が作られたOこの歳入不足分と

価格改定に伴う物件費追加，価格調整費等を考慮する

と，税制改正による歳入財源の確保が必要であった。

それでも，その規模をどの程度とするかは，価格体系改

定の基本が定まらなければならなかったので，政府内

部での調整に時間がかかった。同様に，この物価と財政

の調整は司令部内部でもなかなかまとまらなかった。

物価水準，給与水準の調整がまとまったところで，

5月7日に経済閣僚懇談会で予算編成の基本条件を，

給与ベース 3，700円， 消費者物ulli7割引上げ，鉄道料

金3.5倍，通信料金4倍と して， これをもとに予算

案大綱3，733億円を閣議決定し て司令部交渉に移し

た。この案に対する司令部の追加項目を加えると，財

源の不足はますます大きくなって，政府は増税等のtlJ

i原捻出策に追われた。結局，酒の増税，たばこの値上

げ，所得税の控除引上げの時期繰延べ，軍事公債利払い

停止等で，租税収入を当初計画より 600億円増加して

3，993億円の予算大綱を5月27日の閣議で決定して，

予算案にまとめ，6月81=1に国会に提出した。北村蔵

相の財政演説は，これより 早く 6月4日に行なわれ，

演説に先だって， 5月29日に予算大綱が議員に手渡

された。暫定予算続きで遅れていた予算の審議を早め

るための便法であった。

しかし，国会での予算審議は政党間の調整難でなか

なか軌道に乗らなかった。連立内閣のために閣内の対

立もあって，予算案は大きく修正された。修正は国会

での修正という形をとらず，民主 ・社会 ・民主自由 3

党の修正決議によって政府が予算を組み替えて修正案

を提出することにした。この修正決議も司令部の承認

を得たものであった。修正については，当初，司令部の

承認がとうてい得られないような事項が出て，その調

整に政府は苦慮したが，司令部から予算案を早く成立

させよとの指示もあって，この修正案の作成，審議に

政府，国会が追われた。かくて， 6月8日に予算案が提

出されてから 7月5日に参議院を通過するまで，初め

は審議ははかどらなかったが，のちには急テンポで進

められたO

23年度予算案の作成，審議の過程では，政府，政党，

司令部の間で徴妙なかけひきがあった。21年以降，司令

部の指示は強化され， そのため国会の審議についても，
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政府から司令部の志向を伝えることで促進することが

できるようになったが，司令部は点r{aきは山政内政に

ま干渉しない態度をとっていた。この司令部の絶大、j的

権威が，22年度予算補正案の針決で23年2Jlに)l-IIJ内

閣が総辞職してからは，幾分後退したようにみられた。

内閣の更迭に追い込むよ うな指示は避けるべきである

と解したものか，それまで政府が了解を求めても特必

に承認されなかった事項の扱いも緩和された。そのた

めに，政府も政党も，司令部に刻して多少強気にIJ¥る

ことがあり，従来よりもかけひきがむずかしくなった

ことが，この予算をめぐって示されたのであった。

23年度予算は戸田内|組の手でようやく成立したが，

その芦田内閣は昭和電工事件で10月71::1総辞職して，

19日には吉田内閣が成立した。新内閣は民主自由党単

独内閣で，衆議院の議席の過半数に述しない与党勢力

であったから，衆議院の解散は必至であった。ところ

が，11月9日に人事院が給与改定の勧告を出したこと

から，勧告無視の解散を避けるため，給与改定を先に

済ませることで計画が進められたが，たまたま ，公務

員給与についての体制整備を司令部が企図していたこ

ともあって，給与についての対司令部交渉は政府の意

図どおりには進まなかった。結局，政府は勧告とは異

なった5，330円ベースで予算を組んだが，凶会で野党

側の修正で勧告の6，307円ベースに変史された。実

施についての財源不足は， IJ寺却]の調整でネ，nTj反する苦肉

の策がとられた。給与について，司令部は終始勧止と弘・

実施を強く求めた。かくて，公務只の給与は 22年1

月から逐次1，200円ベース， 1， 600円ベース，1， 800 

円ベースに切り替えられて，それ以後， 23年には4月

に2，920円， 7月に 3，791円と変り ，12月から 6，307

円へと引き上げられたのである。
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第 3節 傾斜生産の促進と物価政策

戦時補償打切りによ って経済復興のための資金対策

の途が絶たれたので，これに代える方策と して復興金

融金庫が設立された。この復金の活動で経済復興の資

金供給はかなり効果を上げたが，その資金調達方法の

関係から，イ ンフレ助長に作用した。 21年度には財政

炭坑視察中の水谷商相

計画が大きく不均衡に組まれていたから，財政面から

のインフレ助長は避けられなかったが，22年度には財

政再からはインフレ要因は減殺されたものの，復金資

金の調達がインフレ的性格を強くもっていたので，21 

年度に続いて物価の騰貨は顕著であった。このインフ

レ傾向を抑えるために復金活動を抑えることは，復金

資金に期待する重点産業の生産促進の必要からみて，

とうてい困難であった。

このようなインフ レ傾向と復興資金供給との矛盾に

ついて，石橋蔵相は多少のインフレはやむをえないも

のと考え，強力な生産促進策こそが必要であると判断

して， 復金の活動を強調し，いわゆる傾斜生産方式の

確認で，石炭，鉄等の基礎物資の生産に重点をおき，

資力を傾注する必要を認めた。 22年度予算編成にあた
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つでも，その編成方針の前文にこの意図を記し， 財政

収支の均衡も24年度に得られればよいと考えていた。

21年2月の総合対策に際して3月に作った物価体系

は，その後のインフ レで大き く乱れていたので，22年

7月には新物価体系が作られたが，体系と して再編成

しなければならないほどに個々

の物価の変化がはげしく ，戦前

物価の65倍の安定帯に物価を収

めるためには，多くの物価を無

理にこの水準に変更しなければ

ならない状況になっていた。そ

のために実際価格との聞きの穴

埋めに価格調整費が必要になっ

た。物価を安定:掃の水準に収め

ることが正常な経済運営に導く

ための必要基礎条件であるとの

理解によるものであったO しか

し，それは生産増強策そのもの

第56代大蔵大臣栗栖越夫

ではなかっ たから，-}-j・で絞金の活動が必要であっ

た。

新物価体系の設定は，-j]i上昇物価の追認でもあり，

賃金水準の上昇をも認めたことであったから，既述の

ように， 22年度予算の補正がこの物価と賃金とのため

に次々と加えられたが，結局，物価体系を守ることは
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できなかった。予算トIIi正に追われ統けた架州政相は，

i橋蔵相とは長なって，1:友金の十円i!fUJによってインフレ

傾向にあった状況にはむしろ悲観的で，11刀のM政演

説の官以で，わが!吋の経済状況はまさに空前の危機に

直面していると説明した。

第 4節 税制の整備と税務行政の諸問題

終戦によって財政の体制は戦時から平時に移り ，さ

らに新憲法の制定で，財政運営方式が改められた。財

務行政機構，予算制度等はこのような変化を示したが，

租税については終戦によって大き く変更することはな

かった。戦時中に増税に次ぐ増税で租税収入を多額に

あげる体系が作られ， また戦時の臨時増税もあったが，

戦後に財政需要が急減することもなく， また国民所得

そのものも減退したので，増税の必要こそあれ，減税

することは期待できなかった。

終戦直後の租税で最も特徴的なのが，財産税と戦H寺

補償特別税であるが，これらは一度限りの臨時税であ

り， 租税の体系と して特に問題となるものではなかっ

た。体系としての問題は，22年度予算編成にあたって，

収支の均衡回復のための増収確保が求められたときに

始まる。しかし，租税問題としては， 21年の改正を看

過することはできない。

20年中の物価の急上昇は， 21年の税制についての特

別の配慮、を必要としていた。税制に手をつけないと，従

量税についての負担は軽くなるとしても ，所得税につ

いては負担が重くなり，ことに低所得者にその影響が

大きかった。しかし， 12月の議会解散の後で総選挙が

遅れ，議会の召集も遅れたので，予算は不成立となり，

税制改正の法律案を議会に提出することもできなくな

った。 それでも，現行法のままでの所得税負担はあま

りにも公平を失するので，大蔵省は負担増加回避のた

め，法律によらず，緊急勅令によって所得税の改正をす
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る方針をとった。憲法第70条によ って，3月に勅令第

128号で所得税法の一部が改正された。法律によらず，

勅令による税法の改正はこれが初めてであった。

所得税法の改正は， 3月の物日li統制令による物川体

系に即した物価上昇を配慮したもので，基礎控除，免

税点の引上措置であった。勅令による税法の改正であ

り，法律改正による組織的な大改正を図ったものでな

かったことと，負担軽減措・位であったこともあって，

枢密院の審議も，とりわけてこの間位を不当とする態

度を示さなかった。この改正で，勤労所付の基礎控除

は600円から2，400門に引き上げられ，不動産所得の免

税点は 150円から 300円に引き上げられた。扶養家族

控除も 1人月 2円から 6円となり ，総合所制課税のj最

低限 3，000円が1万円となったO この勅令による改正

は第90議会で事後承諾された。

21年の税制については，第90議会および次の第91議

会を通過した改正を付-け加えなければならなし、。この

改正での特色は，増加所得税の徴収と臨時利得税廃止

による法人税法の改正とにある。所得税は，源泉徴収に

よるものを除いて前年実績を課税標準として課してし、

たが，終戦後のインフレ過程では税収入が極端に小さ

くなるので，これを避けるため，謀税標準を当年実績

に改めることが望まれた。そこでその移行に伴う空白

を埋めるために，21年所得の対20年比増加分を課税す

ることにしたものであった。法人税の改正については，

臨時利得税の廃止に対処して，法人所得を普通所得と



第 7期 占領下の財政金融と大蔵省、

超過所得の二本建として課税することとし，普通所得

の税率を35%とした。昭和15年の法人税率四%のほぼ

2倍にあたったO また超過税率は，従来の臨時利得税

と同程度の収入をあげるこ とをめどとして定められ，

資本金額の 8%を越える所得から課して，30%から

50%に及ぶ高率であった。このように，税制面では総

じて増徴を期した改正が行なわれたけれども ，租税収

入の実績は不娠であったD

22年の税制改正について記そう。 21年の税制改正は

22年の改正を前提として行なわれたものであ り，その

ために大蔵省内に諮問機関として税制改革委員会(委

員長苫米地義三〉 を設けて，戦後の税制を検討した。所

得税についてみれば， 当年分所得に課税するには，所

得を見積ってあらかじめ納税する制度が必要であり，

予定申告納税制度に切り替える必要があった。この切

替えに際して，従来の分類， 総合の二本建を超過累進

一本に改め，また有価証券の譲渡所得も一時所得とし

て課税することに改められた。

22年の租税問題としては，昂進するインフレーショ

ン下における予定納税制度の採用に伴う徴税対策や，

非戦災者特別税のことがあるが，徴税対策については

後にゆず‘って，非戦災者特ー別税について一言しよ う。

22年には税収増加を期する改正が多かったが，非戦災

取引高税の証紙

者を対象としたのは，戦災と

いう社会的な不安と負担を背

負った人々に対する不権衡感

覚を緩和する意図によったも

のであ り，戦後の対策の性格

の一端が示されたものであっ
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たO

22年の税制改正については，還付税等の地方委譲に

ふれる必要がある。 地方分与税制度の一環として採用

された還付税制度は22年に廃止され，地租， 家屋税，

営業税の 3税は地方に委譲されたが， その際に入場税

も地方税に移され，地方財政の強化が図られた。

23年の税制問題は22年来の物価上昇に対処すること

にあったが，さらに22年の税収入の不振と23年度歳出

の増大に対処する租税収入増加策とがあった。物価上

昇に対応する所得税の改正では，かなり思いきった物

価即応体制がとられて，控除額の引上げ，税率の調整

が進められた。また所得税では，配当所得の税額控除

15% が加え られた。 従量税の改正は物価変動にはっ

きものであるが，戦後酒税は毎等改正された。しかし，

その改正は物価上昇相当額の追認にとどまらず，種類

によって異なった措置がとられている。清酒1級は20

.年に石 1，245円であったのが，23年には3万 3，000円

と30倍近い増額となったが，焼酎はこの間，石570円

から2万 1，500円へと40倍近い増額となった。

租税収入増加策の代表は取引高税の創設である O か

つて第1次世界大戦後の財政困難に処して，欧州大陸

諸国で売上税が採用され，きわめて高い実績をあげた

ことを参考に， きわめて低い税率で相当額の税収をあ

げ，また物価その他の経済情勢にも即応できる取引高

税が採用されたのであったが， 基本的な生活必需物資

を対象からはずしたことはよかったとしても ，課税方

法として印紙の貼用をと ったことが手数を多く要した

ので，国民の不評を買い，さ らに戦後の混乱期におい

て，その脱税の発覚は統制違反に問われ，さらに負担

の重かった所得税や法人税の脱税にもつながるおそれ

もあって，歓迎されなかったO

ここで戦後の税務行政にふれておこ う。戦時から戦

後にかけて税務行政はいくつもの課題をかかえてい

たO 戦時の増税は単に既存の租税の税率を高めたもの

ではなく，租税の種類が増加し，課税方法が多様化し

たので，その合理的徴収を図る必要があった。そ して

戦後には経済の混乱のなかで・財産税，戦時補償特別税，

増加所得税，非戦災者特別税というような臨H与の胤説

が加わり，被占領とし、う特殊な環境のもとで税務行政

が行なわれ，さらに， 22年からはチ定巾告納税制度・ま

で、が加わることになった。この間，戦時には軍事にl隊

員を回し，その復員を待てずに，未熟の職員で新しし

税務に立ち向かうことになったので，税務行政の円滑

を期することが困難であった。円滑を欠いたことの一

因には，アメ リカの行政慣習とわが国のそれとの速い

が，十分に司令部に理解されなかったことによる出も

あった。

20， 21年度の組税徴収の不娠が財政面からのインフ

レ助長の一因と考えられるが， 22年度以降については，

司令部は財政収支の均衡に強い関心を示し，租税徴収

の強化を督励した。 22年度には，年度前半さらに年内

の納税状況が不振であったことから，年度末近くの徴

税が強化され，そのために賦課課税の復活だとも騒が

れるほどであった。ことに申告に対する更正決定がき

っすぎる とい うことで，納税者との間で多くのいざこ

ざが起こった。このような状況は23年度についてもあ

った。 23年度の場合は経済安定9原則の指示に基づく

ものであり，いわば絶対命令に近いものではあったが，

徴税の強化は多くの国民の非難となった。しかし，一

方で非常に多くの脱税があ り， ことに戦後の経済混乱

に乗じたヤミ所得の把握はきわめて困難であったので，

これらに対する措置の強化ということでもやむをえな

い面もあった。納税促進には，一時，!駐留軍の軍政部が

協力に出たが，税務の実際とわが国の生活に不慣れの

密造酒摘発の現場
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' ド人の介入はむしろ逆効~ーでもあった。税務のiM乱。

あったが，しかし，漸次アメリル式の徴収)Ji去に移行・す

る訓糾-がこのl時期に泊み !っげられたので，後の シャ '7

ゾ勧告税制の尖施へ円滑に移行するにあたってプラス

となり，税務行政の合理化，民主化への誌礎作 りとも

なった。

また戦後の税務行政としては，iP~税のことにふれな

ければならない。一つは酒造米，川浩jボ料の確保で

り，他の一つは密造泊先j策である。街地削は戦後泊、附

して，その取締りのための拍，:.isi1'.'i摘発が社会の不穏な

'?!-四気を作るほどにもなったが，このような悼:治許可の

横行の大きな製図は戦時中からの袖i.isMの減少にあ

た。食樹不足の事↑117から考えれば，rr4造訟の減少は当然

ともいえるが，湘に文、jする市長が減ったわけで・はなか

ったから，大蔵省としては酒類の供給f確保の努力を航

けた。 戦前， 平時には酒米は 400万石といわれていた

のが，19年度85万石， 20年度65万平寸の訓当でしかなか

った。戦後21年度は 65万石の確似・が危ぶまれたのに，

平時に復したこともあって泊のお2tiは乏叫VIしていた。

このような需給事情のもとに密造泊が航行し Jヒ。そ

れはまた戦H寺の軍用アルコール製造の施設の転用によ

る焼酎，合成ウイスキーの供給が明大したことも関辿

していた。たまたま密造ウイスキーからメチルアルコ

ーノレが検出され，被告が占領軍兵上に及んだので，21~ 

l月に有害飲食物等取締令(ポツ〆ム勅令tn52号〉が公

布され，これをきっかけに密造刑刈・策が射極化した。

最も効果的な密造酒対策は桝の供給祉をふやすこと

にあったが，食糧事情，米作の不阪から， 22年度の泊.

米はさらに下減し， 23年度から削附に転じる状況であ

り，その他の原料獲科についても，期待にはほど述い

状況であった。いもの統制がはずされたのは24年，安

はようやく 27年に統制がはずされた。

酒については，もう一つ関係団体組織の変児がある。

戦時中に作られた酒類業団体法によ って，酒の製造・版

先についての団体の強制設立と業者の強制加入が規定

されていたが，戦後の経済民主化によ り， これらの強

制と国の補助とが禁止されたので， 22年に酒類業組合
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法を制定して，従来の統制組合的性格を同業組合的性

格に改めたが，酒類業組合法に基づく酒造組合中央会

や酒服組合中央会が閉鎖機関に指定され，同法の存在

根拠が失われて， 23年7月に同法を廃止した。その後

は法的団体はなくなり，任意団体の酒造協会，酒販協

会が作られた。

このような酒類団体の組織と関連して，実際の酒類

の配給機構も変わった。戦時に続いて，戦後もしばらく

は大日本酒類販売株式会社が一手に酒(清酒，合成清酒

焼酎〉の卸売をしていた。ビール，果実酒，雑酒も同様

の一手買取機関があったO 独占禁止法の制定で組織変

更が必要になり，私的機関による統制を避けるために，

23年2月に酒類配給公団を作って買取り，販売を一手

に扱ったが，公団はl年限りの組織で‘あったから，そ

の廃止後は，公団の機能にかわる卸売業者の免許制を

とることになった。そして酒税は，加算税の形式で指

定卸から徴収することになった。

第 5節税関の再開

昭和18年11月に戦時体制強化で，税関が運輸通信省

の海運総局に吸収され，税関は大蔵省から離れたが，

戦後， 21年5月に，大蔵省管轄下で税関を再開する司

令部の指令が出て， 6月から税関が聞かれた。再開時

の機構は6税関で，長崎は門司の支署となったが，人

員は約1，700人であった。

税関が大蔵省の所管として再開されるについては，

大蔵省と運輸省との協議に対して司令部が判定をくだ

したのではなく，税関についての司令部の調査に基づ

いて指令が出たものであった。税関再開に伴って，運

輸省から施設が返還されたが，税関に必要な上屋，構

内敷地等はこの返還施設外であった。大蔵省としては

それらの返還交渉を進めたが，交渉結果を待つことよ

りも早く税関を聞くことに主眼をおいて，指令の翌6

月に税関を開いた。

税関再登場の当初は，司令部の管理下の政府貿易で

あり，貿易量も僅少で，貿易の名に値するほどのもので

はなかった。貿易が始まれば，関税がそれに伴うのは

当然のことであって，それに応ずる体制が必要であっ

たが，関税関係の法規はすべて戦前のままを引き継ぎ，

不備なものであった。物価の上昇一つを考えても，そ

れは明瞭であった。それでも被占領中のため，外国人

の輸入物品に対しては，関税も内国消費税も課税する

ことは許きれなかったので，事実上，関税はなきに等

しいものであった。じかし，関税関係法規の改正の検

討は進められた。

関税率の改正については，単に物価の上昇を考慮す

るとしづ機械的な作業があるので、はなかった。戦後の

世界経済の復興再建についての方法は，多方面で検討

が進められており，貿易，関税についても国際貿易憲

章の草案がすでに作られ，各国の協議で関税の逓減の

気運に向かっていたので，戦前の高率関税をそのまま

復活することは許されない事情にあったo

第 6節 公務員法制定と公務員給与

戦前にはとりわけて問題にならなかったが，戦後の 条件変化で，いろいろな問題をもたらしたのが公務員
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の給与であるo戦時中の多少の物価騰貴に対しては，

家族手当とか戦時勤勉手当とか勤続手当とかで給与の

不足分を補なう便法がとられ，戦後も，初めはこれら

に臨時物価手当を加えるなどで臨機に対処されたが，

物価の上昇が急速調になってからは，このような扱い

方では間にあわなくなった。また，戦後は労働組合の

組織化が進み，組合が活発に活動して，賃金要求がし

だし、に形を整え， 21年にはし、ると，鉄道・通信関係を

皮切りに官庁での給与追加の要求が高まり，越冬資金

とか賞与とかの名目で，数カ月分の給与が支給される

ζ とになり，年末には臨時手当を出すというぐあいで

あったo このような給与についての資金手当は各省ま

ちまちであった。

このような各省まちまちの場当り方法では，給与の

組織がくずれるので，政府の給与について一元的運用

を図る組織の必要が望まれたが，当時としては，この

めんどうな仕事を引き受ける官庁がなく，結局，大蔵

省が引き受けて， 21年6月に給与局が設置され，ここ

で給与についての統一的な機構を決めることになっ

た。この統一機構の設定は対司令部の窓口を作ること

でもあった。

給与局は，かねてから整理統一の準備が進められて

いた案をまとめて，当分変更の必要のないものとして

7月案， 6ω円ベースといわれる給与体系を作り，こ

れを実施したo この給与体系は官庁組合の要求に即し

た内容のものであったから，特に組合が反対すること

はなかったが，.それだけに，給与の組織としては従来

と異なって生活給の性格が強く，給与の上下格差は著

しく縮まったものになっていた。

しかし，物価の上昇はその後も続いたので， 21年秋

には官庁各組織から給与改定の要求が出はじめ，組合

も強腰になって，交渉の妥結には容易に応じない傾向

ができていた。このため，政府は年末手当によって当

面の対策を図ろうとしたが，司令部はアメリカの慣行

にはないこの方式を容易に了解せず，給与問題は難航

した。一方，現業，教員側からの中央労働委員会への

提訴で，年末手当2カ月分と新年以降の給与ベースの
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倍加の裁定が年末近くに出たが，これが組合の期待す

るものと離れた内容であったこともあって.22年には

いると，官庁組合の活動が活発となり. 2月1日のゼ

ネスト実施計画に発展し，中労委の斡旋も受け入れら

れなかった。

これに対して，内閣は900円ベースの計画で強硬態

度を示したので，妥協は期待できなかった。結局，ゼ

ネストは司令部の中止指令で実施されなかったものの，

給与問題の紛糾は依然残った。この2月に. 1月遡及

で一応1，200門ベースで妥協が図られ，次いで新内閣

のもとでI 5月には1，ωo円ベースに改定された。さ

らに7月には，新物価体系の設定に準じて. 1.船O円

ベースに引き上げられた。

新しい憲法の実施によって，公務員の給与は法律で

決める方針で計画が進められたが，組合との事前交渉

が進捗しないままに年末近くなり，21年に続いて，年末

手当の問題が生じた。すでに組合側は中労委に 1，800

円ベース改定の訴えを出しており，社会党内閣は給与

問題に積極的姿勢を示して，年末手当2.8カ月分支給

を決めたけれども，その財源捻出策としての郵便料金，

鉄道運賃引上案の国会審議でつまずいて，内閣は総辞

職した。それでも， 23年からの給与ベースは2.920円

とする補正予算が年度末にまとまり，公務員給与法も

ようやく制定された。

このような給与についての再三の交渉が続けられた

間にあって，政府は公務員制度を確定することを企図

して，早くから司令部と交渉を進めていたが.23年に

なってようやくフーヴァー勧告案による職階制の法案

が国会を通った。政府のこのような体制固めに対して，

官庁組合の要求は時をおって高まり，単に給与問題だ

けでなく，予算，税制にまで要求を出すにいたった。

このような事態に対して， 7月下旬に総司令官から

書簡形式の命令が出され，公務員の団体交渉権の停止，

政治活動の全面蕪止が政令〈ポツダム政令第201号〉で規

定された。このようにして，公務員給与は国会で決定

されることになった。賃金受渉に代わって，人事院が

給与についての勧告責任を持つζ とになり，その手始
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めが， 10月に 6，307円ベースの勧告となった。給与ベ

ースは， この前に6月の価格体系改定で，2，920円か

ら3，791円に引き上げられていた。

このよ うに，給与についての人事院の活動開始で給

与局の仕事は軽減され，給与局は給与課に縮小して，

主計局に配属されることになった。

第 7節経済復興 計 画

年〉では，生産の低下を覚悟のうえで企業の令理化を

図ることを主限とし，価格についても，国際水準への

調整実施が計画されることになっていた。ここでは附

品ごとの複数レートの是正が一つの課題であっ 1':"0第

3期では為替レートを設定し， 経済統制をできるだけ

はずして，経済原則で動く経済の実現を期することと

し，企業資産の再評価の実施も予定された。

22年の経済は，その方向においては復興再建への追

をたどっていたが，現実には生産の増加としては現わ

れず，物価の上昇ばかりが白だっとしづ情勢であっ

た。 22年7月の新物価体系， 1，800円給与ベースの決

定も，月ならずしてその持続困難が明らかとなるほど

であったO このようなインフレー ションに対しては，

だれもそれを正面から肯定するものはなかったが，そ

うかといって，これを一挙に鎮静させる施策をとるこ

とも期待できない状況であった。しかし，それは政府.

に経済安定への意図がなかったということを示すもの

ではなし、。少なくとも22年の後半からは，経済の方向

において安定化を期待しうる要因は少しずつ見えはじ

めていたし，政府内部でも経済復興安定の計画が検討

されはじめていた。このなかで経済安定本部が検討を

進めた経済復興5ヵ年計画は， 5年先の経済自立を白

標としていたが，これに協力する形で，経済官庁の幹部

が日銀を加えて協議検討を進めた対策は，その後実施

された安定政策と対比して注目すべきものであった。

いわゆる中間安定計画である。

中間安定計画は一挙に完全にインフレをとめること

ができなくても，とにかく一応の安定を求めようとい

う現実的意図を示したものであるが，そこには，まず

少しでも経済を安定に近づけなければならないとする

配慮があった。この計画案は何度も修正され，結局，実

施されることはなかったが，それまでの諸施策が刻々

の事態に追われていたのに対して，そのような時期

に将来の見通しを立てた計画案に沿って政策をとろう

とした特色があり，国際情勢や経済状況の判断，見通

しについては組織だったものであったO そしてそのよ

うな情勢判断のもとで，中間安定計画として何をねら

うべきかが課題であった。基本的認識として，食糧不

足が賃金騰貴をもたらし，それがイ ンフレにつながる

と判断して，生活必需物資の確保でイ ンフレを断ち切

る基盤る作ることを基礎条件として，そのために必需

物資の追加輸入を要請し，その実現を前提に総合的な

安定計画が立てられていた。次に安定実施のプログラ

ムを示そう。

計画実施には準備期間をおいて，実施時期を23年11

月とし，第1期(約半年〉はインフレの心理的要素を消

滅させ，安定がくるという感じを国民に与えて， ブロ

ーカーやヤミ金融等のイ ンフレ寄食要因をなくすこと

をねらった。しかし，この場合の安定も急激に安定に

以上のような計画が立てられたのは， 23年の時点で

は経済復興が強調されていたものの，経済の安定を欠

いているために生産阻害， 労働不安があって，復興よ

りも安定に重点を移すことの必要が認識されたためて、

あったが，さりとて安定恐慌による混乱は避けるべき

だとの判断があった。しかしまた，このような計画が

進められていることが世間に知れると ，それが労働運

動を刺激する雰囲気でもあったので，この計画を政府

案とするまでに多くの準備工作が必要であった。食糠

輸入の促進，野党幹部との接触，外資導入推進グルー

プへの説明，新聞等による理解の期待などであった。

このような準備工作を進めるについての一面の情勢

は決して不利ではなかった。中間安定計画自体が安定

への可能性を見通して立てられたので、あったが，すで

に23年3月に来日したドレーパー使節団が，わが国の

経済の再建に深い関心を示した勧告(ジョ γストソ報告〉

を発表しており ，アメリカの経済援助も強化されてい

た。また生産も漸次回復の程度を早め，資金需給面に

も好転の兆候が示されていた。そして政府の意向も安

定への度合を強めていたO

それらの事情を伝えるものが，6月に行なわれた北

村蔵相の財政演説であって，経済の現状の不安定を率

直に認めながら，一方では前途への光明を見いだし，

中間的安定への総合施策実施の意向を示している。も

ちろん，この演説は安定計画を具体的に取り上げたの

第57代大蔵大臣北村徳太郎 移る ことは避けようと考えられていた。第2期 (約1
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ではないが，そのよ うな方向にあったこ とを公表した

ものであった。すでに5月末に，為替r:日脳研究でヤン

グ・ミッショ ンが来日したが，食糧輸入を求めるにつ

いても経済安定が必要であ り，日本に経済安定計画が

ないのかとの質問に対して，北村誠相や水谷両相か

応の安定計画案が示されている。この計画検討は，

23年10月に成立した古田内閣の泉山此相のもとで続け

られ，経済安定9原則の指令に対する政府の態度検言、

の基礎資料となった。

政府の公的な組織によって計画された中間安定計画

ではなかったが，国際条件，国内条件がすでに経済の

安定を期待する方向にあったなかで・検討されたもので

あったことで，この計画検討は，その後のドッジ ・ラ

インによ る経済安定策実施に際しての無用の混乱を避

け，政策効果を高めるのに役だった。しかし，また，

この計画は被占領下にあった政府のと りうる計画の限

度を示すものであった。


